
地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）活用事業に係る効果検証

目標値 実績値 事業の評価 外部有識者からの意見 理由等

基本目標２：
群馬に住み続けたくなる

湯けむりフォーラム 戦略企画課 81,820 500 4

令和6年12月14日、15日に草津温泉においてリアルカ
ンファレンスを実施。県内外から645名が参加し、知
事と東映（株）吉村文雄社長によるトークセッショ
ンや知事と（一財）日本総研 寺島実郎会長による
トークセッション行った。令和6年度は、新たに草津
温泉全体で湯けむりフォーラムを盛り上げ、フォー
ラムの知名度（プレゼンス）を向上させるため、一
般参加者(観光客を含む)向けの湯畑周辺
企画など様々な企画を行った。

一人あたりの
県民所得

（万円） 334.6 329.8 ①地方創生に非常に効果的であった
本事業が地方版総合戦略の
KPI達成に有効であった

草津温泉という全国的に知られた観光地の魅
力を活かしながら、知事と著名人の対話を通
じて群馬県の価値を発信する場として意義の
ある取り組みであると評価する。
また、観光客向けの企画を湯畑周辺で展開す
るなど、草津温泉全体で盛り上げる工夫が見
られ、事業の存在感を着実に高めている。一
方で、参加者数に県職員が含めれていた点に
ついては、より一層、透明性を確保し、事業
効果を適正に評価できるよう、改善を期待す
る。

①発展
地域社会が抱える様々な問題解決に向けて、時
代の最先端をゆく独自のモデルや新たな価値を
生み出すことができたため。

・内容を充実させることで、更なるプレゼンス
の向上を目指す。
・Day1 コンサートホールの集客数の増加（収
容率100％を目指す）。

基本目標２：
群馬に住み続けたくなる

官民共創スペース運営・活用事業 デジタルトランスフォーメーション課 82,361 8,350 1

月額会員増加と各種取り組みの強化を図り、法人会
員102、個人会員128、セミナー・イベント実施回数
445回（令和6年度末）。また、NETSUGENをハブとし
た、県内外のコワーキングスペース等とのアライア
ンスを推進し、コワーキング施設等32カ所と連携。

一人あたりの
県民所得

（万円） 334.6 329.8 ①地方創生に非常に効果的であった
本事業が地方版総合戦略の
KPI達成に有効であった

官民共創の拠点としての機能を年々強化し、
イノベーション創出拠点として着実に成果を
上げていると評価する。特に注目されるの
は、NETSUGENを核とした県内外のコワーキン
グスペースとのアライアンス構築が進んでい
る点であり、こうした取組は群馬県発の新た
な価値創出を目指す上で、重要であると考え
る。今後は、さらに会員同士や他拠点との
「共創」を促す仕掛けを推進していくことが
課題になると考える。

②継続

新たな事業の創出及び地域課題の解決を図り、
社会の変革につなげていく拠点としての官民共
創スペースの必要性はさらに高まっているた
め。

会員数をはじめ、目標KPIを高い水準で達成で
きている。官民共創実践の場としてのNETSUGEN
の活動をより活発にしていく。

基本目標２：
群馬に住み続けたくなる

群馬デジタルイノベーションチャレンジ デジタルトランスフォーメーション課 20,621 2,400 2

DXの発想やデジタルスキルを活用して地域課題の解
決に取り組む人材（デジタル人材）の育成等を目的
として、
①高校等のデジタル関連部活動へ専門家講師を派遣
②高校生の県内IT関連企業へのインターンシップを
実施
③地域ICTクラブの開催（県内の小学生を対象にプロ
グラミングなどのデジタルツールに触れる講座を実
施）

一人あたりの
県民所得

（万円） 334.6 329.8 ②地方創生に相当程度効果があった
本事業が地方版総合戦略の
KPI達成に有効であった

将来の地域を担う「デジタル人材」の育成を
目的とし、多様なアプローチを展開している
点が高く評価できる。県内IT企業へのイン
ターンシップを通じて、高校生が地元の産業
構造や働き方に触れられる仕組みは、人材の
地域定着やキャリア形成の観点からも有効で
あると考える。今後は、育成した人材が県内
でどのように活躍しているかを発信したり、
群馬県固有の課題の解決につながる道筋をつ
けていくことが出来れば、より広範な波及効
果が期待されると思う。

②継続

・小学生、高校生ともに多くの参加者が集ま
り、今後もさらなる需要があると見込まれるた
め。
・事業に参加した学生が各種デジタル関連の賞
を受賞するなど講師派遣により質の高いデジタ
ル教育を提供することが実現している。
・事業に参加している学生の活動がメディアに
取り上げられるなど周囲に及ぼす影響も大き
い。

①県内7校の高校関連部活動への講師派遣及び
県内5企業においてインターンシップを実施。
R7年度も同内容で実施予定。
②地域ICTクラブは県内5カ所の学童クラブで小
学生を対象としたプログラミング講座を開催。
R7年度も同様に実施予定。

基本目標２：
群馬に住み続けたくなる

交通まちづくり戦略の推進事業 交通イノベーション推進課 196,454 1,363 1

GunMaaS（群馬版MaaS）を活用した公共交通の利用促
進として、MaaSアプリのUI/UXの改善及び商業や観光
分野との連携によるMaaSの高度化（GunMaaS乗りトク
パス、観光向け電子チケットの充実）、市町村連携
を行った

一人あたりの
県民所得

（万円） 334.6 329.8 ①地方創生に非常に効果的であった
本事業が地方版総合戦略の
KPI達成に有効であった

「GunMaaS」を活用し、公共交通の利便性向上
と利用促進を目指す先進的な取組であり、群
馬県の自動車依存の解決に向けた実践的な施
策として評価される。
商業や観光分野との連携サービスによるサー
ビスの高度化が図られ、「GunMaaS乗りトクパ
ス」や「観光向け電子チケット」の充実と
いった施策が展開されたことは、交通の利便
性だけでなく、観光消費や地域回遊の促進に
も繋がったと考える。今後はさらにGunMaaSを
普及させるため、利用者の声を事業に反映さ
せることで、より効果的で使いやすい仕組み
にして行くことや、就職や就学で転入してく
る人達にも繰り返し周知することが求められ
ると考える。

②継続

GunMaaSの利用者数はR6年度末で26,347人であ
り、着実な増加が図られている。一方で、県民
幸福度レポートにおける公共交通に対する満足
度は30ポイント程度と
低い水準であることから、引き続き公共交通の
利便性向上に取り組む必要があるため。

R7年度も引き続きGunMaaSのUI/UXの改善による
アプリの利便性向上を進めるとともに、鉄道等
の県内交通事業者や市町村との連携により、
サービスエリアの拡充を実施予定。

基本目標２：
群馬に住み続けたくなる

群馬デジタルミュージアム事業 文化振興課 34,683 100 1

県立博物館等の収蔵品のデジタルデータ化を17点実
施した。また、デジタルデータを活用したデジタル
展示を集客地（前橋中央通り商店街）にて実施し
た。

一人あたりの
県民所得

（万円） 334.6 329.8 ③地方創生に効果があった
本事業が地方版総合戦略の
KPI達成に有効であった

県立博物館等が所蔵する文化財や資料のデジ
タルアーカイブ化を進めることで、貴重な資
源の保存と活用を両立させる意義ある取組と
評価する。特に、博物館外の集客エリアでの
展示は、文化と日常空間の接点を創出し、県
民の関心喚起や観光的効果にも一定の寄与が
あったと考えらる。一方で、デジタル化の対
象点数は限定的であり、今後は収蔵品全体を
見据えた計画的な拡充が求められると考え
る。

③見直し
(改善)

「2次利用プラットフォーム構築」や「メタ
バース博物館開設」は、トレンドの変化や費用
対効果の観点からの事業の見直しにより、実施
しないこととし、MRゴーグルによるデジタルな
らではの利点を活かす方法に変更したため。

MRゴーグルさえあればどこでもコンテンツを体
験できるというデジタルならではの利点を活か
した展示内容のパッケージ化を行い、デジタル
コンテンツのより一層の利活用を図る。

基本目標２：
群馬に住み続けたくなる

ひとり親家子育て支援事業 児童福祉課 3,557 350 2
ファミリー・サポート・センターが子どもの預かり
事業を行う際に、ひとり親家庭に対して利用料を減
免した場合の減免分について一定額を補助した。

一人あたりの
県民所得

（万円） 334.6 329.8 ②地方創生に相当程度効果があった
本事業が地方版総合戦略の
KPI達成に有効であった

本事業は、経済的負担の大きいひとり親家庭
に対し、子どもの預かりサービスの利用料を
軽減することで、就労継続や生活安定を支援
するものであり、子育てと仕事の両立を後押
しする重要な取組と評価できる。今後は制度
の周知や利用促進に向けた取組が課題と考え
られる。

②継続
仕事や病気等で一時的に子育てが困難なひ
とり親家庭等の負担を軽減するため、今後
とも継続実施していく。

令和５年度から所得要件を撤廃し、全ての
ひとり親を対象としたことにより、利用件
数の増加につながった。引き続き、当該事
業をより多くのひとり親に知ってもらうよ
う、周知に努めていく。

基本目標２：
群馬に住み続けたくなる

こども環境教育 環境政策課 3,866 650 3
県内各地域で開催される子ども向けの環境学習会や
イベント等に、環境アドバイザーを講師として派遣
した。

一人あたりの
県民所得

（万円） 334.6 329.8 ③地方創生に効果があった
本事業が地方版総合戦略の
KPI達成に有効であった

専門知識を持つ講師が地域に出向くことによ
り、学校や家庭だけでは得がたい体験型の学
びが提供され、参加児童の理解促進や意欲向
上に寄与していると考える。また、生活に身
近な環境課題を扱うことは児童だけでなく保
護者や地域住民への波及効果も期待される。

②継続
「2050年に向けた『ぐんま5つのゼロ宣言』」
の達成に向けて、環境問題に取り組む人材を育
成する必要があるため。

県内各地域の学習会やイベント計７件に協力
し、子ども218人の環境学習や環境保全活動を
支援した。
毎年継続して支援できるよう学習会・イベント
等の主催者との関係性を築く。

基本目標２：
群馬に住み続けたくなる

尾瀬の適正な利用促進と魅力発信事業 自然環境課（尾瀬保全推進室） 14,125 6,300 1
尾瀬の適正な利用促進を目的とする県管理歩道の維
持管理方策の検討や、魅力発信のための官民共創に
よる登山道整備ツアーの造成などを行った。

一人あたりの
県民所得

（万円） 334.6 329.8 ②地方創生に相当程度効果があった
本事業が地方版総合戦略の
KPI達成に有効であった

尾瀬の豊かな自然環境を保全しつつ、持続可
能な観光利用を図ることを目的とした取組で
あり、民間との連携による登山道整備ツアー
の実施など、官民共創型のアプローチが評価
出来る。また登山道整備を体験と結びつける
ツアーは、保全意識の醸成にもつながる取り
組みといえる。
今後もこうした取組を通じて、県内外から多
くの人々が訪れる事を期待する。

⑤終了
予算措置上、令和４年度から令和６年度までの
３ヵ年の計画として実施したため。

令和４年度に事業の企画・検討、令和５年度に
官民共創による尾瀬のデジタルコンテンツ開
発、令和６年度は企業と連携して一般利用者参
加型の登山道整備ツアーを造成することで、尾
瀬の魅力発信に繋がり、地方創生に相当程度効
果があったものと考える。

基本目標２：
群馬に住み続けたくなる

産業分野における教育イノベーション 労働政策課 10,000 5,000 5

既成概念にとらわれず、デジタルも活用しながら新
しい価値・ビジネスを創出できる人材の育成を目指
す「自由な発想育成プロジェクト」（始動人Ｊｒ．
育成）と、大学生等が県内ものづくり産業の潮流や
未来等を学ぶ「大学連携による産業人材育成プロ
ジェクト」（次世代産業リーダー育成講座）を実施
する。

一人あたりの
県民所得

（万円） 334.6 329.8 ③地方創生に効果があった
本事業が地方版総合戦略の
KPI達成に有効であった

デジタル活用を含む次世代型人材の育成に重
点を置いており、県内産業の活性化に向けた
意義ある取組と評価できる。特に、自由な発
想や創造力を育む「始動人Jr.育成」と、産業
理解を深める「次世代産業リーダー育成講
座」の二つの事業は、対象層や目的が明確で
あり、バランスの良い構成となっている。今
後は、事業参加者の進路や就職動向など成果
の見える化が期待される。

②継続

産業構造の変革を踏まえた群馬ならではの未来
産業の創造に対応するため、引き続き、将来を
担う若者世代を課題解決ができる人材として産
学官で連携して育成しする必要があるため。

県内の中高生が参加し、新たな時代を切り開く
「始動人」の育成に有効であり、今後も継続し
て実施する。
ただし、始動人Jr.キャンプは、他部で同趣旨
の事業が実施されているためR6年度で終了。
大学連携による産業人材育成プロジェクトは、
事業開始時に比べ、県内大学に産学連携が広が
り始めているためR6年度で終了。

地方版総合戦略の位置付け
（基本目標）

個別事業名 担当課
事業費

（千円）

●地域再生計画（事業）名：　群馬県まち・ひと・しごと創生推進計画（群馬県まち・ひと・しごと創生推進事業）
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（件）
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今後の方針外部有識者からの評価
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地方版総合戦略の位置付け
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個別事業名 担当課
事業費

（千円）
事業実施後の振り返り・今後の方針等
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寄附額

（千円）
寄附件数
（件）

事業内容（実施結果） 自己評価

今後の方針外部有識者からの評価

基本目標２：
群馬に住み続けたくなる

ものづくり産業ＤＸ推進事業
地域企業支援課
（群馬産業技術センター）

19,000 9,500 1

デジタルソリューションを実際に体験できる場とし
て群馬産業技術センターに「デジタルソリューショ
ンラボ（ＤＳＬ）」を開設し、12台のソリューショ
ンの整備（累計31）を行い、スマートファクトリー
化を目指す県内企業をワンストップで支援した。

一人あたりの
県民所得

（万円） 334.6 329.8 ②地方創生に相当程度効果があった
本事業が地方版総合戦略の
KPI達成に有効であった

県内製造業のＤＸ推進に向けた実践的な支援
拠点としての役割を果たしており、デジタル
技術の導入促進や生産性向上に貢献する取組
と評価できる。今後は、導入後の効果検証、
成果事例の発信など、広く波及効果を生む仕
組みづくりが重要と考えられる。

②継続

デジタルソリューションラボの見学企業数は
130団体、見学者数389名で、多くの方にソ
リューション見学及び体験をしていただくこと
ができ、ソリューションを活用した研究、依頼
試験等も17件実施され、一定の寄与があったと
考えられるため。

デジタルソリューションラボでのソリューショ
ン体験を目的に来場し、そこから技術系コー
ディネータとの顔合わせ紹介、伴奏支援につな
げることができている。ソリューションの増強
を検討し、引き続きワンストップ支援を実施す
る。

基本目標２：
群馬に住み続けたくなる

県民総活躍の未来をつくる若手人材の確保・
育成事業

労働政策課 60,781 2,800 3
学生等の県内就職と企業の人材確保をすることで、
活気ある群馬県づくりに取り組んだ。

一人あたりの
県民所得

（万円） 334.6 329.8 ③地方創生に効果があった
本事業が地方版総合戦略の
KPI達成に有効であった

学生等の県内就職促進と企業の人材確保を通
じて、地域経済の活性化と持続的な発展を目
指す上で欠かせない重要な取組である。県内
企業の魅力発信やインターンシップ機会の提
供など、多面的なアプローチにより、若手人
材の地元定着の促進につなげている点が評価
される。今後は、事業参加者の就職実績を調
査し効果検証を行うことで、効果的な施策へ
の改善を図ることが求められる。

②継続
本事業を通して527人の県内就職者実績を創出
し、地方における雇用創出に一定の寄与があっ
たと考えられるため

利用者の利便性向上や採用活動方法の変化への
対応の観点から、オンラインを活用した相談支
援を実施。また、就職者数につながる登録者数
の増加を図るため、HPやSNS、関係機関等で積
極的な広報を展開する。

基本目標２：
群馬に住み続けたくなる

ぐんまの山岳観光推進事業 観光魅力創出課 8,329 500 1

バラエティに富んだ群馬の山々とその周辺の観光情
報を掲載したガイドブックの作成や、登山アプリと
連動したぐんまの山岳観光プロモーション業務を
行った。

一人あたりの
県民所得

（万円） 334.6 329.8 ②地方創生に相当程度効果があった
本事業が地方版総合戦略の
KPI達成に有効であった

群馬県の豊かな山岳資源を活かし、登山客や
観光客の誘致を図る取組として評価できる。
ガイドブック作成や登山アプリとの連携によ
る情報発信は、登山初心者から経験者まで幅
広い層にアプローチできる点が効果的であ
る。今後は、利用状況や誘客効果の検証を行
い、コンテンツの改善やインバウンド向け発
信の強化を図ることで、より高い集客効果が
期待できる。

②継続
群馬県の大きな魅力の一つである山を活用した
観光推進事業であり、一定の事業効果も得られ
ていることから継続とする。

・登山アプリと連動したプロモーションは、①
手ぬぐいキャンペーン応募総数9,266件、②デ
ジタルバッジ獲得者8,533人となった。今後も
実施方法を検討しながら事業を継続していく。
・ガイドブックは、山に近い観光施設では人気
が高く、追加の送付依頼も多かった。群馬の主
要な山の掲載を一通り終えたため、今後は既刊
の配布、WEB版でのPRを継続していく。

基本目標２：
群馬に住み続けたくなる

デジタルクリエイティブ人材育成事業 eスポーツ・クリエイティブ推進課 206,706 2,000 3

群馬県独自の小中高生向けデジタルクリエイティブ
人材育成拠点「tsukurun」を核とした取組を県域で
進める。また、国際的に評価の高いTUMOセンターの
人材育成プログラムを導入した「TUMO Gunma」を新
設・運営する。

一人あたりの
県民所得

（万円） 334.6 329.8 ③地方創生に効果があった
本事業が地方版総合戦略の
KPI達成に有効であった

デジタル技術を活用した次世代人材の育成を
目指し、県独自の拠点「tsukurun」と世界基
準のTUMOプログラムを活用した「TUMO
Gunma」を展開する先進的な取組である。小中
高生を対象とした早期教育は、地域産業の競
争力向上や若者の県内定着にもつながること
が期待される。今後、持続的な経営を行って
行くためにも、自発的に経費を稼ぐ仕組みも
構築する必要がある。また、多くの方に活用
してもらうためにも積極的な周知活動が求め
られる。

②継続

主に「TUMO Gunma」の運営費（2億～2.5億）を
安定的に捻出するため、企業版ふるさと納税等
を活用し、賛同する企業等からの寄付獲得を継
続して目指す。

同左

基本目標２：
群馬に住み続けたくなる

不登校児童生徒等支援事業 生涯学習課 1,052 1,052 1

不登校児童生徒等の学び場・居場所の一つであるフ
リースクール等民間施設に対する財政的支援（15施
設に補助）等を実施した。
また、企業版ふるさと納税（人材派遣型）で受け入
れた専門人材による経営や施設運営等に対する助言
を実施した。

一人あたりの
県民所得

（万円） 334.6 329.8 ③地方創生に効果があった
本事業が地方版総合戦略の
KPI達成に有効であった

本事業は、不登校児童生徒等の多様な学びと
居場所の確保に向け、フリースクール等への
財政的支援を行うとともに、企業版ふるさと
納税（人材派遣型）を活用した専門人材によ
る経営や運営支援を実施した点が評価でき
る。フリースクールの運営基盤の強化や支援
の質向上につながる取組であり、不登校児童
生徒等の社会的孤立防止にも寄与している。
今後は、補助金の安定的な仕組みづくりなど
継続的な支援体制の構築が求められる。

②継続

企業版ふるさと納税で受け入れた寄附金を基金
化し、令和５年度から令和7年度までの3年間で
基金を取り崩しながら事業を実施する計画で
あったが、基金に残額が見込まれるため。

フリースクール等民間施設に対する財政的支援
を継続するとともに、企業版ふるさと納税（人
材派遣型）制度で受け入れた専門的人材による
経営や施設運営等に対する助言を引き続き実施
する。


